
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

中学校給食費緊急負担軽減事業

①町立中学校の給食費を２学期以降免除し、相当額を交
付金を活用し補填することで子育て世帯の物価高騰によ
る負担軽減を行う。
②賄材料費（教職員分を除く）
③4,900円×0.5×7ヵ月×中学生290人＝4,974千円
④町立中学校生徒290人
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2
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

給食食材価格高騰緊急対策事業（学
校）

①物価高騰した給食食材費の値上がり分を補うことによ
り、給食を充実させる。
②賄材料費（教職員分を除く）
③食材費高騰単価30円×小学生591人×105食（7ヵ月分）
＝1,862千円
　 食材費高騰単価30円×中学生290人×105食（7ヵ月分）
＝   914千円
④町立小中学校
　 町立小学校については、給食費負担軽減交付金による
支援を踏まえ、国/都道府県からの基準額に基づく支援額
を超える部分に対して重点支援地方交付金を充当する。
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3
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

給食食材価格高騰緊急対策事業（こ
ども園）

①物価高騰した給食食材費の値上がり分を補うことによ
り、給食を充実させる。
②賄材料費（教職員分を除く）
③食材費高騰単価15円×1号認定児童38人×117食（7ヵ
月分）＝67千円
　 食材費高騰単価15円×2・3号認定児童181人×140食
（7ヵ月分）＝381千円
④町立認定こども園
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4
④消費下支え等を
通じた生活者支援

防犯カメラ設置・防犯電話購入緊急
助成事業

①物価高騰により困窮に陥った方が犯罪に手を染めること
を防ぎ、地域の防犯力強化を図るため、自治会等で新た
に設置する防犯カメラ及び高齢者が購入する防犯電話の
購入費用を助成する。
②補助金
③【防犯カメラ】一件あたり半額補助（上限額200,000円）
 　【防犯電話】一件あたり一律5,000円
④【防犯カメラ】大字・自治会及びこれに準ずる団体
　 【防犯電話】65以上の高齢者
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